
公共施設の「機能」と「量」の最適化

１．「量」の最適化に向けて

・50年後の公共施設の「維持保全費」を賄う財源が60％不足する

・令和17年度までに「床面積」を30％削減する目標を設定

・しかしながら、令和7年度末時点で2.2％しか削減できない見込み

【課題分析と3つの精査】
➀削減目標の妥当性について実現可能性も含め精査が必要
➁人口減少、建築費の高騰等の要因を踏まえ確保可能な維持保全費に
ついて精査が必要

③公共施設マネジメントの進め方の精査及び戦略の再構築が必要

【視点➀】
本来削減しなければならないのは「床面積」ではなく「財政負担」
➡行政の経営資源が今後さらに厳しくなるから公共施設のあり方を見直す

【視点➁】
ア）「床面積」を削減すると管理運営費（ランニングコスト）も削

減される
イ） 「床面積」と「維持保全費」の「財政負担」は一致しない

➡施設類型により財源の構成が異なるため「維持保全費」と市の
「財政負担」 （一般財源負担）は不一致

➡補助金の有無によって市の一般財源の負担額が大きく変わってくる

一般財源国庫補助金 地方債

小中学校整備の財源構成の例

就学前施設（公立認定こども園、保育所）や文化施設等整備の財源構成の例

地方債 一般財源

《「量」の最適化に向けた目標設定見直しの着眼点》
➀管理運営費（ランニングコスト）
➁一般財源負担
👉①、➁の費用が多くかかる施設を削減するほうが「財

政負担」の軽減効果が高い

（１）現在の目標管理のあり方

（2）目標設定見直しの視点

公共施設の類型ごとに「財源負担」に関わる状況を分析
したうえで、戦略的にマネジメントを進めていくべき
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公共施設の「機能」と「量」の最適化

（例）「維持保全費」300億円の費用＝公共施設「床面積」30％相当分を目標設定とした場合

これまでの市の考え方

０ 300億円

床面積30％の公共施設を削減

これからの市の考え方（案）

床面積25％の公共施設を削減 床面積5％相当分

管理運営費削減
効果

管理運営費の合計が50億円の施
設の場合、維持保全費5％相当
分にあたるため、床面積の削減

は25％で達成する

さらに管理運営費が多くかかる施設を削減した場合

床面積20％の公共施設を削減 床面積10％相当分

管理運営費削減効果

管理運営費の合計が100億円の
施設の場合、維持保全費10％相
当分にあたるため、床面積の削

減は20％で達成する

０ 300億円

300億円０

ア）視点➁ア）のイメージ

実際は「床面積」を削減した公
共施設の管理運営費も削減され

ることになる
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【類似団体との住民１人あたりの面積比較】

岸和田市

面積㎡／人① 面積㎡／人② 面積㎡／人③

幼稚園・保育所 幼稚園・保育所 0.114 0.064 0.106

小学校 0.747 0.664 0.710

中学校 0.484 0.390 0.435

高等学校 0.080 0.000 0.000

公民館 0.114 0.056 0.071

図書館 0.019 0.033 0.033

社会体育施設 体育館 0.073 0.058 0.080

文化振興施設 ホール・会館 0.178 0.073 0.098

公営住宅 公営住宅 0.219 0.205 0.327

2.029 1.541 1.859

84.1% 74.2% 71.5%

2.411 2.079 2.598

【地方財政状況調査における2011～2020年の平均経常経費一般財源負担額】 （単位：千円）

岸和田市

一般財源負担額① 一般財源負担額② ①ー② ①÷② 一般財源負担額③ ①ー③ ①÷③

幼稚園・保育所 幼稚園・保育所 1,909,399 1,107,410 801,989 1.72倍 1,360,162 549,237 1.40倍

社会教育施設 公民館 320,051 181,888 138,163 1.76倍 193,980 126,071 1.65倍

文化振興施設 ホール・会館 394,774 201,003 193,771 1.96倍 287,519 107,255 1.37倍

2,624,224 1,490,301 1,133,923 1.76倍 1,841,661 782,563 1.42倍合計

0.91倍

1.82倍

0.67倍

1.09倍

0.93倍1.16倍

1.26倍

2.44倍

1.07倍

1.32倍

合併経験のない人口15～20万人規模かつ

市域面積が50～100k㎡の8団体平均

①÷③

1.08倍

1.05倍

1.11倍

行政財産全体

施設区分 施設類型

行政財産全体に占める割合

高校設置なし

1.61倍

0.58倍

2.01倍

0.58倍

合併経験のない

人口19～20万人規模8団体平均

合併経験のない人口15～20万人規模

かつ市域面積が50～100k㎡の8団体平均

合併経験のない

人口19～20万人規模8団体平均

①÷②

学校教育施設

社会教育施設

合計

1.78倍

1.13倍

1.24倍

高校設置なし

施設類型施設区分

公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

ア）床面積の比較
《特徴➀》
幼稚園・保育所の割合が高い

《特徴➁》
高等学校を設置している

《特徴③》
公民館の割合が高い

《特徴④》
ホール・会館の割合が高い

➀類似団体との比較からわかること

イ）管理運営費の比較
《特徴➀》
幼稚園・保育所は年間5.5億～8
億円多い

《特徴➁》
公民館は年間1.3億円～1.4億
円多い

《特徴③》
ホール・会館は年間1億～1.9億
円多い

総務省地方財政状況調査46表の２０１１～2020年調査結果から分析

総務省令和２年公共施設状況調査結果から分析

（３）本市の公共施設の「量」と「財政負担」の状況
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一般財源

保育所 1,362,422 11 123,857

幼稚園 689,838 22 31,356

小学校 671,499 24 27,979

高等学校 608,743 1 608,743

公民館等 307,621 19 16,191

中学校 290,691 11 26,426

図書館 276,665 6 46,111

浪切ホール
旧港地区立体駐車場含む

269,600 1 269,600

総合通園センター 193,234 1 193,234

文化会館 126,893 1 126,893

市営駐車場
（浪切H駐車場除く）

2,529 1 2,529

浜老人集会所 1,274 1 1,274

泉州北部小児初期救急広域センター 0 1 0

自転車等駐車場 0 11 0

施設名
管理運営費 R4

施設数
１施設平均

一般財源負担額

公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

【本市普通会計公共施設（公用施設除く）面積内訳】

ア）管理運営費の比較
《特徴➀》
幼稚園・保育所の面積割合は5％にすぎな
いが管理運営費（ランニングコスト）は
42％と高い割合を占める。

《特徴➁》
小学校、中学校等の学校教育施設の面積
割合は57％と全体の約6割を占めるが、
管理運営費（ランニングコスト）が29％と、
面積割合に比べるとコストが低い。
（ただし、学校教育施設のうち高等学校の管理運
営費は約6億円と、小中学校の1施設当たりのコス
トと比べ約20倍）

《特徴③》
浪切ホールや文化会館といった文化振興
施設にかかる管理運営費（ランニングコス
ト）が高い。

【本市普通会計公共施設（公用施設除く）管理運営費内訳】

【管理運営費一般財源負担額（R4決算統計）降順】

【国庫補助金が活用できる施設区分の例】

イ）維持保全費の財源構成の比較
《特徴➀》
小学校、中学校等の維持保全にかかる改修
工事費は国庫補助金が活用できるため、市
の負担額（一般財源）を圧縮することがで
きる。

➁施設類型別の財政負担からわかること
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２．「機能」の最適化に向けて

公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

《特徴➀》
社会情勢の変化（人口減少、女性の
就業率向上）に伴い、幼稚園の需要
が減少
➡施設の小規模化
（児童数20人以下の施設が4割）

《特徴➁》
民間施設の運営が定着しているが、
本市は府内全体と比較して公立施設
の割合が高い
（大阪府内：26％ 岸和田市：59％）

① 就学前施設

② 文化施設

《特徴➀》
市民団体の活動発表の場や練習場所
としての利用は、浪切ホールよりもマ
ドカホールや公民館の方が割合が高
い

《特徴➁》
子どもが文化・芸術に触れる機会の
充実や、良質な文化・芸術公演等の実
施を市に求めている割合が高い

R5年度策定文化創造ビジョン・岸和田～文化花咲かそう・岸和田～ 市民アンケート抜粋（調査年度：令和4年度）

大阪府内 岸和田市

（１）施設の需要と求められる機能の変化 公立幼稚園園児数の分布
（令和5年5月1日時点）

就学前施設の民間・公立の割合（令和4年5月1日時点）

※前回調査はＨ25
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公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

《特徴➀》
市民プール利用者がピーク時と比較して
3.2％と激減
・人口減少
・施設の老朽化
・温暖化による熱中症リスクの増大
・レジャーの多様化

③ 市民プール

④ 高等学校

《特徴➀》
大学や専門学校等の進学者が多い
➡進学率は70％～80％

《特徴➁》
定員割れする公立高校の増加
私立専願者の増加
➡少子化、教育無償化の影響が大きい

⑤ 公民館

【令和４年度進路状況】
（出典：産業高等学校HP）
http://www.kishisan-
h.ed.jp/zen/site_gakko/gakkogaiyou.ht
ml

《特徴➀》
利用者の高齢化
➡65歳以上が67.32％

《特徴➁》
利用者数の減少と稼働率の低下
➡平均稼働率は21.1％

（出典：岸和田市立公民館及び青少年会館再編第１期実施計画）

【市民プール利用者数推移】

【公民館19館の平均稼働率】
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公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

施設の類型が異なるものの、同一の生活圏内で同じ機
能をもった諸室が存在している。
（例：公民館の調理室、福祉センターの調理室、文化施
設の調理室、学校の調理室等）

「機能」と「量」の最適化を図る際に、市民の移動可能範
囲がどれほどかを踏まえた上で検討をする必要があ
る。

➀移動可能範囲を検討する必要性 （出典：国交省「高齢者の生活・外出特性について」

（出典：令和２年３月岸和田市「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査報告」

※本市の65 歳以上で介
護認定を受けていない
方と要支援１、２の方
3,300 人（無作為抽
出・有効回答2,763 
件）へのアンケート調
査結果

《考察➀》
三大都市圏の65歳以上の59％、75歳以上の52％
が1.5㎞までなら無理なく休まず歩くことができる

《考察➁》
60代の69.8％、70歳以上の46.2％が1㎞以上自転
車で移動できる範囲と認識

《考察③》
65歳以上（要介護除く）の82.5％が15分程度歩くこ
とができる
（歩行速度60ｍ～70ｍ/分の場合900ｍ～1,050ｍ）

多くの高齢者が徒歩・自転車で移動することが
できる範囲は1㎞～2㎞と推定

➁市民（高齢者）の移動可能範囲について

60～69歳：1km以上 ６９．８％

70歳以上：1km以上 46.2％

（２）市民の移動可能範囲と公共施設の再編
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B小学校区
類型βのY施設

C小学校区
類型βのZ施設

A小学校区
類型αのX施設

半径2km

半径1km

公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

中学校区

半径

1km圏域

半径

2km圏域

半径

1km圏域

半径

2km圏域
① ② ③ ④ ⑤

X施設 α
A小学校区

（一次生活圏）
70% 100% 50% 95% ①②③④⑤ 70% 65% 30% 20% 40% 35年

Y施設 β
中学校区

（二次生活圏）
95% 100% 40% 80% ③④⑤ 15% 20% 45% 55年

Z施設 β
中学校区

（二次生活圏）
60% 100% 60% 85% ③④⑤ 15% 20% 35% 60年

一次生活圏カバー率 二次生活圏カバー率

保有機能

機能別稼働率

築年数施設名
施設

類型

利用対象

圏域

◎Ａ小学校区内のＸ施設は3施設の中で最も多くの機能を有する施設

◎3施設とも③、④、⑤の機能を有する➡重複している

◎Ｘ施設について、2㎞範囲なら1次生活圏（小学校区）の100％をカバー、2次生活圏（中
学校区）でも95％をカバー。➡Ｙ、Ｚよりも2㎞以内で通える人口が多い

◎③、④、⑤の稼働率は低く、③④は3施設を合計しても60％。ただし⑤は合計すると
120％と、需要を賄えない可能性

◎Ｙ、Ｚともに施設の老朽化が進行

【施設の配置状況の例】 【施設の利用対象圏域・カバー率・保有機能・稼働率・築年数の例】

【状況分析イメージ】

《移動可能範囲を踏まえた「機能」と「量」の最適化の考え方》

➀Ｙ、Ｚ施設を廃止、機能③④をＸ施設に集約化

➁Ｙ、Ｚ施設の機能⑤を1施設に集約し再整備

③再整備の場所は2㎞以内で通える人口が多いＺ施設敷地を最優
先に検討

③移動可能範囲を踏まえた「機能」と「量」の最適化の考え方

中学校区境界

小学校区境界

X施設半径1km/2km圏域

Y施設半径1km/2km圏域

Z施設半径1km/2km圏域
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公共施設の「機能」と「量」の最適化共施設の総面積に著しい差はない状況です。

➀目標管理を「床面積」ではなく「財政負担」に着目することについて

➁「量」の最適化を進めるうえでの着眼点について

③「機能」の最適化を進めるうえでの着眼点について

④移動可能範囲を踏まえた「機能」と「量」の最適化の考え方について

ご議論いただきたい事項
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